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Ａ B Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ
a1 ク ア イ ウ エ オ カ キ
a2 キ ク ア イ ウ エ オ カ
a3 カ キ ク ア イ ウ エ オ
a4 オ カ キ ク ア イ ウ エ
a5 エ オ カ キ ク ア イ ウ
a6 ウ エ オ カ キ ク ア イ
a7 イ ウ エ オ カ キ ク ア





































































５万―８段階 10.000 40. 000 ６番の時　２×４＝８１番の時　２×128＝256 2.640.000 1.000.000
20万―５段階 40.000 160.000 ３番の時　８×４＝32１番の時　８×16＝128 1.600.000 4.000.000











40万―８段階 50.000 350.000 ７番の時から１番の時まで ５×254＝1.270 12.700.000
見舞金は太子講
大師講、並びに
天下一家の会、
救すけ合い各
コース通産一人
に対して最高限
度額五千万円と
します。
⑫、名古屋高裁金沢支部判昭62.８.31、判時1254.76、判タ667.38（印鑑マルチ事件）－印
鑑セット・呉服売買契約が通常の商品販売契約と連鎖式金銭配当契約が合体したもの
で、後者の契約にあたる部分が無限連鎖講の防止に関する法律により禁止された無限
連鎖講の実態を備え公序良俗に反し無効であり、その部分についての信販会社の買主
に対する立替金請求が棄却された事例。
⑬、山形地判平元.12.26、判タ730.159（国利民福の会事件）－国債ねずみ講（国利民福の会）
が公序良俗違反として会長らの不法行為責任が認められ第事例（過失相殺５割）
（２）斎藤外「前掲書」240頁以下は、ホリディ・マジック社のマルチシステムについて、図
式を挙げて詳しい説明がなされている。
（３）斎藤外「前掲書」241頁
（４）斎藤外「前掲書」243頁。
（５）なお、詳しくは、堺次夫「マルチ商法とねずみ講」三一書房（1979年）を参照してほしい。
（６）斎藤外「前掲書」260頁以下。なお、経済産業省の「特定商取引に関する法律の解説」
によれば、この取引形態には、「取引集中型」（本部集中型―筆者挿入）と「順次取引型」
があるとしている。この類型の違いは、前者の場合は、本部だけが連鎖販売業を行う者
となり、後者の場合は、最終消費者を除いて、その上位の者は連鎖販売業を行う者とな
る。さらに、フランチャイズ・システムも、全国本部→地域本部→支部→加盟店となっ
ている場合、加盟金又は商品や役務の代金が特定負担と解されると、連鎖販売取引に該
当すると考えられないではない。ただ、このシステムは、加盟店が特定利益をえること
自体を目的とはせず、本部から購入した商品ないしは役務の販売を直接の目的としてお
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り、また店舗販売でもあるから、連鎖販売取引と若干の違いはあるように思われる。また、
過去には無認可のマルチ型共済も問題となったことがあり、この型は保険業法との関係
が問題となるが、この型には、法規制をかけないもの、登録制とするもの、免許制とす
るもの等がある。
（７）斎藤外「前掲書」242頁。
（８）商品販売を仮装してはいるが、実質的には「ずみ講」と考えられる事例は結構ある。
①、大阪地判昭55.２.29、判タ410.70、判時959.19、判タ臨時増刊439.10、法時52.８.144（白
光オート協会MKⅡ事件）―いわゆるマルチ商法にはリクルートの有限性が内在し、こ
のことを告知せず、商品を欺罔する道具として利用し、詐欺的な勧誘方法により、多
額の出資金の支出をさせることは不法行為に該当するとした事例。
②、大阪地判昭56.４.24、判タ449211、判時1009.33（ロスカシステム、サンシャインパワー
＆健美麗茶事件）―いわゆるマルチ商法を企画、実施した会社（乙）リクルート（加
盟員の募集、昇進）に当たった加盟員の不法行為責任を認めた事例。なお、本件では
多少の慰謝料も認められている。
③、福井地判昭60.３.29、判タ559.184、金融・商事判例721.35、判時1161.177（貴晶ジャ
パン・システム会事件）―印鑑セットの販売が、購入者が無限に増加することを前提
として、先順位の購入者が後順位の購入者の購入代金から自己の支出した額以上の金
銭の配当を目的とする仕組みの下になされた場合、右売買契約は公序良俗に反し無効
であるとした事例。但し、本件では、当該販売を通常の売買と信じて購入代金の立替
払いをした信販会社の立替金請求に対し、購入者は右売買の無効を理由に、立替金請
求を拒絶することができないとしている。もっとも、現在では、抗弁権の接続が可能
である。
④、神戸簡判昭60.８.28、判タ577.53（ベルギーダイヤモンド事件）―ベルギーダイヤモ
ンド社からのダイヤ売買契約は、ダイヤの販売に名を借り、無限連鎖講の防止に関す
る法律第２条所定の金銭配当組織類似の方法によりなされたものであって、公序良俗
に反し無効である。
⑤、東京地判平元.８.29、判時1331.87（ベルギーダイヤモンド事件）―（この判例はマル
チまがい商法によるダイヤ販売商法が違法でないとされた珍しい事例である。）。本件
商法の勧誘方法は、人の心理、感情、物欲等に付け入って商品の販売を拡大しようと
するものであり、健全なものとは認め難く、胡乱な商法と評すべきではあるが、勧誘
に当たり、虚偽の事実を告げたり、故意に事実を隠蔽したりして、相手方を錯誤に陥れ、
あるいは、脅したり、困惑させたり、催眠状態に陥らせたりして、相手方の意思決定
の自由を奪ったりしたとは認められず、結局、原告等は、自らの自由な意思により判
断をすることが可能な状態において、その判断に必要な情報の提供を受けた上で、本
件組織に加入することを決意したものと認めるほかなく、後日、原告等がその期待に
反して手数料等を取得することができず、不必要なダイヤを購入させられたと思うよ
うになったとしても、そのような不利益は、自らの判断の結果として、自らが負うべ
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きものである。
⑥、大阪地判平3.３.11、判タ773.204、判時1401.81、NBL472.32（ベルギーダイヤモンド
事件）―本件組織は、顧客と被告会社との宝石の売買という形式はとっていても、右
売買代金は、客観的にみて、無限連鎖講の加入金と同一の性格を色濃く有する。本件
組織は、顧客に射幸心を抱かせ、リクルートの有限性の制約を受け、必然的に破綻す
るシステムである。従って、本件商法は無限連鎖講そのものであるとは断定できない
にしても、無限連鎖講防止法の趣旨及び規制は、右商法の違法性を判断する上で考慮
にいれるべきである。また、本件商法が旧訪問販売法のいう連鎖販売取引そのものに
当たるとはいえないにしても、本件商法は、組織形態的には右連鎖販売取引と共通す
る。連鎖販売取引では、故意の事実不告知や不実告知等は禁止されており、同法が目
的としている消費者の損害防止という見地並びに信義誠実の原則にも照らして同法の
右規定の趣旨は本件商法にも推し及ぼされるべきであり（なお、本件商法は販売媒介
システムであるが、後に、このシステムも連鎖販売取引に含まれた。）、この商法はマ
ルチまがい商法として、違法であるとしている。
⑦、東京高判平3.９.30、判タ87.217、金融・商事判例900.26、別冊ジュリ135.100（株式会
社全国信用身元保証協会事件）―身元保証等の引受を業とし保証証券を発行する会社
等との間の総代理店契約について、指導料等の報酬はマルチ商法でその他各種の不正
常な取引行為がされ、判決書を不当利用した等として、公序良俗違反として無効とさ
れ、会社代表者に対する不法行為に基く損害賠償請求が認められた事例。
⑧、大阪地判平4.３.27、判時1450.100、NBL499.48（ベルギーダイヤモンド事件）―本判
決は、この取引を連鎖販売取引（マルチ商法）に類似した内容を有するとし、これを
「マルチ商法まがい」と定義している。また、この案件では、昭和63年改正（受託販売、
販売あっせんが追加される。）以前の訪問販売法が適用される結果、本件営業が物品の
再販売をするものではなく、販売媒介委託であり連鎖販売取引に直ちに該当しないが、
商品販売を仮託した商法であり、加入者の商品の在庫が滞留し、組織への出捐が存在
しており、また、その組織原理が誰もが儲かるとする欺瞞性を有し違法であり、不法
行為を構成するとしている。
⑨、東京高判平5.３.29、判タ861.260、判時1457.92、別冊ジュリ129.208（ベルギーダイヤ
モンド事件―④の高裁判決）―ダイヤ販売が主目的ではなく、リクルートが目的であ
り、新規加入者の無限の拡大が組織存立の不可欠の前提であり、最終的には破綻せざ
るを得ない。破綻によって、少数の上位者のみが利益を得、下位者は自己の出捐金額
すら回収できなくなる。本件組織加入に際しての出捐は無限連鎖講の防止に関する法
律第１条に規定するところと同視されべきで、その開設・運営は禁止され、刑罰の対
象となっており、本件組織は違法の評価を免れない。
また、昭和63年改正前の訪問販売法の第11条の連鎖販売取引には該当しないが、改
正後の第11条の連鎖販売取引には含まれるものと解されるから、本件勧誘方法第12条
の禁止する故意の事実不告知に該当するとしている。
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⑩、大阪高判平5.6.29、判タ834.130、判時1475.77（ベルギーダイヤモンド事件―⑤の高
裁判決）―
１、無限連鎖講の防止に関する法律の施行された昭和54年５月11日以後は、同法第２
条に定める「金銭配当組織」への加入勧誘行為等は、民法上も当然に違法で不法行
為が成立する。
２、いわゆる「マルチ商法」は右違法な「金銭配当組織」に類似した「リクルート利
益配当組織」とそれ自体は適法な「商品流通組織」が結合した構造をもつが、右「商
品流通組織」部分が形骸化し、「リクルート利益配当組織」部分が右違法な「金銭配
当組織」の要件を満たす場合には、右「マルチ商法」は、右「金銭配当組織」その
ものにほかならないから、右「マルチ商法」への加入勧誘行為等は、違法で不法行
為が成立する。
３、昭和60年法第43号による改正前の訪問販売等に関する法律は、「商品の再販売」と
「リクルート利益配当組織」とが結合した「マルチ商法」を規制するものであるが、
本件商法は「商品の購入と販売媒介委託」という法形式の「商品流通組織」と「リ
クルート利益配当組織」とが結合したものであり、これと構造を異にするから、本
件商法に同法を適用することは許されない。
４、本件商法の「商品流通組織」が実質を有し、かつ、その「リクルート利益配当組織」
が前記違法な「金銭配当組織」の要件を満たす場合、本件商法の違法性は、その全
体において、適法部分である「商品流通組織」部分と違法である「リクルート利益
配当組織」部分とが占める割合によって決するのが相当であり、本件商品購入価格
中に占める「リクルート利益配当組織」の原資部分の割合をもって、本件商法の右
違法部分の割合とみなすのが相当である。
⑪、広島高判平5.７.16、判タ858.198、NBL542.62（ベルギーダイヤモンド事件）―左記
商法が組織と勧誘方法に照らして違法とされた。本件組織は連鎖的に増殖していくも
ので、・・新規会員の無限拡大を組織存立の不可欠の前提としているが、現実には、新
規会員が無限に拡大することはありえないから、拡大能力の如何を問わず、早晩は破
綻する運命にある。その場合、上位者のみが経済的利益を得、下位者の圧倒的多数の
者は自己の出捐した金員の額すら回収できない結果に終わることが当然に予定されて
いる。従って、本件組織への加入そのものが射幸的、賭博的性格を帯びている。この
破綻の結果について開示されておらず、むしろ隠蔽されている。本件組織が無限連鎖
講の防止に関する法律第２条の無限連鎖講には該当しないとしても、同条第１条の趣
旨と本質において同視さるべきであり、・・これを開設・運営することは違法といわざ
るを得ない。
勧誘方法は、行く先も目的も告げず会社に案内し、巧みな演出等により、催眠的手
法で顧客の心理や欲望を巧みにつき、これを利用するもので、また、知人、友人等を
利用させるもので、ダイヤが利殖になるとか絶対に儲かるとかはいわないが、実際に
は、努力次第で、金儲けができるとか、あるいは顧客紹介手数料等を得ることにより
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ダイヤを結果的に安くあるいはただで手に入れることができる旨の勧誘がなされてい
る。従って、右勧誘方法は、不公正、かつ、欺瞞的といわざるを得ず、違法というべ
きである。
⑫、名古屋地判平6.５.27、判タ878.235（ベルギーダイヤモンド事件）―ダイヤモンド販
売商法及びその販売媒介組織が、公序良俗に反し、そのような商法の開設、運営、組
織への加入、加入の勧誘及びこれらを助長する全ての行為が公序良俗に反し、違法で
あるとした事例。なお、ダイヤモンドの給付は不法原因給付にあたり、その所有権は、
買主に帰属するとしている。
⑬、福岡高判平8.４.18、判断933.175（ベルギーダイヤモンド事件）－本件商法の実態は、
訪問販売法で規制対象とされている連鎖販売取引と何ら異なるところはなく、ダイヤ
の販売はこれを隠蔽するための手段にすぎない（なお、右の勧誘方法やダイヤの換価
性に徴すると購入代金の支払自体が訪問販売法第11条第１項の「特定負担」に該当す
るといえる。）。本件商法も、無限連鎖講や訪問販売法で規制対象とされていた連鎖販
売取引と同様に、（1）破綻の必然性、（2）多数の経済的損失者の現出、（3）非生産性・
射幸性、（4）欺瞞的・誇大的勧誘行為といった特質を有するものであり、ひいては、そ
の勧誘方法だけをみても独占禁止法第２条第９項に基く公正取引委員会告示８項（欺
罔的顧客誘引）、９項（不当な利益による顧客誘引）に該当するといえるから、本件商
法は全体として　公序良俗に違反し違法というべきであって、本件商法の開設、運営
等を行った者は不法行為責任を負う。
⑭、東京地判平14.７.24、判タ1139.171（超音波美容器PCベルソム及び超音波専用ジェル
セット事例）―超音波美容器等の売買契約と同商品の宣伝・広告等の業務委託契約が
不可分一体のモニター販売契約とされ、契約自体が公序良俗に反し、勧誘行為も欺罔
的であったとして、損害賠償が認められた事例。本件モニター販売契約は、メンバー
ズプランにしても、ビジネスプランにしても、いずれも行き詰まり、破綻することが
当初から明白であり、このような契約は、それ自体が公序良俗に反し、違法性が極め
て高い。
⑮、岡山地判平16.12.21、LexisNoxis（健康寝具購入事例）―寝具販売会社との寝具購
入契約及び同商品のモニター契約は破綻必死のマルチまがい商法によるもので、公序
良俗違反等により無効である［但し、本件の主論は、寝具販売会社に対する抗弁をもっ
て信販会社に対する立替金請求を拒否できるかについてのもので、一定範囲の支払義
務を肯定している。なお、同様の事例で、無限連鎖講自体の問題ではないが、寝具販
売会社との間で締結された売買契約及びモニター契約は不可分一体のもので、この不
可分一体の契約は、公序良俗違反又は錯誤により無効もしくは詐欺により取り消され
ているとして、信販会社との立替払契約も無効である旨の主張に対し、信販会社は加
盟店調査管理義務を著しく懈怠していたものであり、信販会社に重大な落ち度があっ
たことは明らかであり、原告らの対して、一定の限度で不法行為責任を負うべきであ
るとしている。同旨―静岡地判平17.７.11、判時1915.88（ファイン及びクオーク事件）］
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⑯、東京地判平18.５.23、判時1937.102、判タ1230.216（八葉物流事件）―健康食品の販
売を仮装して、会員に利益を分配する取引システムが、実質的には無限連鎖講に当た
り、強度の反社会性を有して公序良俗に違反するとされ、販売会社の破産管財人によ
る幹部会員らに対する配当金等の不当利得の返還請求が認められた事例。
⑰、さいたま地判平18.７.19、Lexis判例速報13号91頁（EarthWalker事件―カタロくじ
事業事件）―実質的にはねずみ講に該当する会社で、契約自体公序良俗に反する取引
として、契約金を支払った被害者らの、会社、代表者、契約勧誘員に対する共同不法
行為に基づく損害賠償請求を認容した事例。
（９）信販会社の立替金請求を肯定する判例―福井地判昭60.３.29、判タ559.184、金融・商事
判例721.35、判時1161.177。
信販会社の立替金請求を否定する判例―名古屋高等金沢支部判昭62.８.31、判時
1254.76、判タ667.38（福井地判の控訴審判決）
（10）斎藤外「前掲書」249頁以下は、インターネット型の場合を次のように説明している。
①、電子チェーンメール型の場合は、「不幸の手紙」電子メール版という。それぞれの受
信者が決められた他の人に対して、決められた金額を送金し、順次同様の方法で一定
の金額を決められた他の人に送金するシステムである―秋田地判平13.５.22、判例集未
登載。
②、サーバーレンタル型は、例えば、年会費100ドルと手数料25ドルを支払えば、サー
バーをレンタルしてホームページが持て、新たな会員を勧誘すれば紹介手数料がもら
える。有料のサーバーレンタルサービス事業のように謳っていても、会員数分のサー
バーの容量がない場合が多く、また加入者はサーバー利用さえ考えていない場合が多
い―2003年１月にアメリカのオクラホマ北部地区連邦地裁で損害賠償と営業の差止め
が認められている。
③、ホームページ自己増殖型は、勧誘のホームページを見て、指定された送金先に送金し、
その会員となると、自動的にその新規の会員勧誘用のホームページが開設され、その
ホームページを見て、同様の手続を取った下位の者からお金が送られてくる。
④、広告ビジネス型は、ホームページ上のバナー広告等の掲載者の募集を勧誘する商法
で、新規に広告ビジネスを始める際に加盟金や手数料を徴収し、新たに下位のビジネ
ス参加者を獲得するとコミッションが貰える。
なお、この他に、過去には（1998年頃）、受益の一部が文化遺産に使われるとの宣伝
で、国際ねずみ講の「ペンタゴノ」も存在したようである（福岡県警は無限連鎖講違
反で検挙）。詳しくは、斉藤雅弘「インターネット上のねずみ講」上・下、法学セミナー
521号・522号（1998年）を参照されたい。
（11）大阪地判平4.３.27、判時1450.100
（12）山口康夫「訪問販売法関係法の解説（1997年版）」16頁、一橋出版。
（13）京都地判平17.５.16、国民生活センターくらしの判例集―交付書面に研修参加費などの
特定負担の記載がなかったため、法第37条第２項の要件を満たさない書面であるとして、
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クーリング・オフが認められた始めての例。なお、この判例は、不実告知、断定的判断
の提供、退去妨害などの違法な勧誘行為があったとの主張、及びクーリング・オフを申
し出たにもかかわらず事業者がこれを拒絶したため、裁判で争うことにまでなったとの
主張に基づく慰謝料請求まではみとめられていない。
（14）（大阪高判平成12.４.28、判タ1055号172頁、金融・商事判例1107号22頁―但し、本判例
は割賦販売法第30条の４の第１項を適用している。）
（15）主務大臣は、指示として、必要な措置をとることができるとなっている。ここに必要
な措置とは、一般的には、業務の改善命令が中心となる。この命令はその範囲がかなり
広範なもので、例えば、契約の履行、契約の解除、販売員の指導、営業方法の変更、商
品の回収、契約書面の改善等である。
（16）経済産業省の資料（平成19年７月６日の資料）では、行政指導としての指示に関する
平成８年～平成19年間の処分件数は、経済産業省分で78件、都道府県分で177件となっ
ており、その合計は255件となっている。処分の大半は、訪問販売取引と電話勧誘販売
取引に関するものであるが、連鎖販売取引に関するものも数件ある。処分の対象となっ
た取扱商品は、権利（2005年６月20日―処分日を示す、以後は年月日は削除する。）、健
康食品等（2005.11.15、2005.10.28）、健康食品・化粧品等（2006.３.27）、じゅうたん等
（2006.10.19）、教材ビデオ等（2007.３.20）化粧品（2007.５.22）等である。なお、第38条
の規定では、氏名等の公表の条項はないが、経済産業省は平成14年２月の通達で、事業
者の行為が悪質で、反復継続性があれば、指示段階で事業者の氏名等の公表をすること
ができることにした。この公表は悪質行為の抑止におおいに役立っている。
（17）主務官庁が、特商法の全取引形態で業務停止命令を出した件数は、経済産業省の資料
で見る限り、平成９年に１件あり、その後平成12年まではない。平成13年に１件、平成
14年に２件、平成15年はなし、平成16年から平成18年までは、経済産業省分だけで57件
と急激に増加している。平成８年から平成19年までの経済産業省と都道府県の出した業
務停止命令を加算すると、88件となっている。特商法違反の悪質商法は、残念なことだ
が、恐らく今後も増えることはあっても減ることはあるまい。

